
１　重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　　購入時の取得価格によっている

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品及び商品の評価は、最終仕入原価法を採用している

（３）固定資産の減価償却の方法

定額法

定率法

定額法

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法

（４）引当金の計上基準

退職給付引当金

（５）消費税等の会計処理について

２　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである

財務諸表に対する注記

固定資産の減価償却は、次の方法を採用している

有形固定資産（建物以外）

無形固定資産

　職員に対する退職給付金の支給に備えるため、退職金規程に基づく期末自己都合要支給額を計上し
ている

消費税等の会計処理は、税込方式により行っている

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

有形固定資産（建物）

リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産）

基本財産

定期預金 5,000,000 0 0 5,000,000

土地取得積立資産

小計 5,000,000 0 0 5,000,000

特定資産

会館修繕積立資産 103,831,137 15,000,000 35,993,200 82,837,937

退職給付引当資産 40,050,701 4,000,000 0 44,050,701

確定申告指導事業運営資産 20,000,000 0 0 20,000,000

18,896,709 4,000,000 1,462,864 21,433,845

40,000,000 10,000,000 0 50,000,000

資産取得準備資産

書道展開催準備資産 15,258,969 15,258,969

小計 314,110,542 36,000,000 41,656,064 308,454,478

合計 319,110,542 36,000,000 41,656,064 313,454,478

システム開発準備資産 30,705,067 3,000,000 4,200,000 29,505,067

処理料平準化準備資産 45,367,959 0 0 45,367,959



３　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである

４　固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである

科目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対す
る額）

基本財産

定期預金 5,000,000 (0) (5,000,000) －

処理料平準化準備資産 45,367,959 － (45,367,959) －

土地取得積立資産 50,000,000 － (50,000,000) －

確定申告指導事業運営資産 20,000,000 － (20,000,000) －

システム開発準備資産 29,505,067 － (29,505,067) －

書道展開催準備資産

308,454,478小計

15,258,969

(0) (264,403,777) (44,050,701)

会館修繕積立資産 82,837,937 － (82,837,937) －

－ (15,258,969) －

合計 313,454,478 (0) (269,403,777) (44,050,701)

科目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

建物

73,947,309 39,532,230 34,415,079

小計 73,947,309 39,532,230 34,415,079

建物附属設備

101,849,989 60,592,941 41,257,048

小計 101,849,989 60,592,941 41,257,048

構築物

青色宣言塔他 7,547,400 4,173,057 3,374,343

小計 7,547,400 4,173,057 3,374,343

車両運搬具

スズキ　ランディー他 5,266,260 4,424,578 841,682

小計 5,266,260 4,424,578 841,682

資産取得準備資産 21,433,845 － (21,433,845) －

小計 5,000,000 (0)

退職給付引当資産 44,050,701 (44,050,701)－ －

(5,000,000) －

特定資産



５　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益は次のとおりである。

合計 40,000,000 39,861,560 △ 138,440

科目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高

種類及び銘柄 帳簿価格 時価 評価損益

神奈川県第63回５年公募公債 40,000,000 39,861,560 △ 138,440

什器備品

パソコン・コピー機他 25,561,325 20,020,385 5,540,940

小計 25,561,325 20,020,385 5,540,940

ソフトウェア

合計 264,373,526 163,291,935 101,081,591

総合顧客管理システム他 41,732,459 33,960,634 7,771,825

小計 41,732,459

リース資産

電話機機器一式 8,468,784 588,110 7,880,674

33,960,634 7,771,825



１．基本財産及び特定資産の明細

２．引当金の明細

44,703,356

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

目的使用

退職給付引当金 40,192,446 6,135,910 1,625,000

その他
期末残高

附　属　明　細　書

基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に記載している。


